
偽装請負の事実に加え、労働者派遣法の適用を「免れる目的」も認められ、派遣先との間で労働契約が成立する
（東リ事件　大阪高裁　令3.11.4判決）

労働判例

女性活躍推進に基づく行動計画に係る中小企業への義務化について
労働法令

マイカー通勤・社有車管理の
最新実態
（労務行政研究所）

●新型コロナウイルスのワクチン接種を採用条件とすることは問題か
●昼休みを部署ごとに時間差で取得させるには、どのような手続きが必要か
●年次有給休暇を5日取得せずに退職する労働者がいた場合、罰則は適用されるか
●懲戒処分をした社有車事故の原因が本人の疾病であった場合、処分を撤回すべきか
●能力不足の部下を指導していた上司が、精神疾患を罹患し、部下に暴言を吐いたことはハラスメントとされるか
●新人社員の業務中の自損事故による損害を本人や身元保証人に求償することはできるか
●法定以上の育児・介護休業期間について正社員と有期契約労働者で差を設けている場合、不合理な待遇差に当たるか
●解雇無効の提訴に対し、会社としても損害賠償請求をしたいが、反訴と新たな提訴のどちらによるべきか
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